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は じ め に

長崎県のほぼ中央に位置する県央地域は、東は有明海、西は大村湾、南は橘湾と、それぞれ

特長を持つ３つの海に囲まれ、北には県立公園の多良岳が聳え、豊富な水と豊かな自然環境に

恵まれています。多良山系の白木峰高原、山茶花高原、轟峡、野岳湖等では、豊かな自然を生

かした観光振興の取組も進んでおり、轟峡は全国名水百選のひとつにもなっています。

県央振興局は、地方機関の再編により、県央地区・長崎地区・島原地区にあった９つの事

務所を再編･統合し、平成２１年４月に諫早市に開局しました。県央地域は県内外を陸路・空

路で結ぶ交通の拠点として重要な位置を占め、本地域の交通体系の整備は、本県の発展のた

めに欠かせないものとなっており、九州新幹線西九州ルートの開業に向けた島原道路に代表

する幹線道路やまちづくりと連携した街路・道路の整備等に積極的に取り組んでいます。

また、県内唯一の一級河川である本明川をはじめ多数の河川を有しており、河川改修や治

山事業など防災対策についても事業の促進に努めています。

農林業分野では、担い手の減少や高齢化、生産資材の高騰など多くの課題を抱えておりま

すが、地域の重要な基盤産業となる農業を目指して、品目別戦略の再構築、担い手の確保対

策、個別経営体の経営力強化、加工・流通・販売対策の強化など、様々な取組を進めるとと

もに、諫早湾干拓地における大規模環境保全型農業の推進や、優良農地の基盤整備、県産木

材の生産・流通拡大等による農林業の活性化に努めています。

保健分野においては、地域住民の健康増進、疾病予防、医療供給体制の充実を図るととも

に、環境汚染、食中毒、感染症、毒物劇物等の重大な健康被害の発生防止など健康危機管理

体制の強化に取り組んでいます。

特に本年はじめに発生した新型コロナウイルス感染症については、感染症の発生及び拡大

の防止のため、帰国者・接触者相談センターを保健部に設置し、県民等からの相談に対応す

るとともに、管内市町や郡市医師会等の関係機関と連携を図りながら、感染症患者発生時の

積極的疫学調査や検査体制及び入院病床、宿泊療養施設などの医療提供体制整備に努めてい

ます。

また、「鳥インフルエンザ」や「口蹄疫」などの家畜伝染病の発生防止にも、細心の注意を

払いながら県をあげて取り組んでいます。

さらに、若年者の県外流出に歯止めをかけるため、管内各高校や関係機関と連携し、高校

生の県内就職を促進するための事業を実施しているほか、諫早湾干拓事業によって創出され

た地域資源の利活用を図る「『いさかん』魅力発見！プロジェクト」にも取り組んでいます。

今後とも、より地域に密着した振興局を目指し、関係市町及び関係機関との連携を密にし

本地域の発展のため、様々な取組を進めてまいります。

令和２年10月

長崎県県央振興局長  山下 三郎
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注）本要覧内での「県央管内」「県央地区」とは、諫早市及び大村市です。
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１．人口・面積

県央地区の人口の推移をみると、昭和45年から平成17 年までは増加し、平成2７ 年は前回

調査（H22）と比較して43４人の減少となっています。

令和２年1月における住民基本台帳人口は、諫早市136,679人、大村市96,963 人で県央地

区では233,642人となっています。

県央地区の面積は468.49ｋ㎡で県全体の11.3％ですが、人口は県全体の17.3％を占めてい

ます。

面積（k㎡） 比率

長 崎 県 4132.32

県央地区 468.49 11.34%

諫 早 市 341.83 8.27%

大 村 市 126.66 3.07%

（国土地理院 平成27年全国都道府県市区町村別面積調）

県央地区面積

（単位：人）

H22 H27 増減 H31※1 R2※2

長 崎 県 1,426,779 1,377,187 -49,592 1,365,391 1,350,769

県央地区 231,269 230,835 -434 232,710 233,642

諫 早 市 140,752 138,078 -2,674 136,381 136,679

大 村 市 90,517 92,757 2,240 96,329 96,963

※1,※2…住民基本台帳人口（各年１月１日現在）

県央地区人口

（平成27年国勢調査）
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２．地理・地形

（１）諫早市

諫早市は、県の中央部に位置し、周囲を有明海、

大村湾、橘湾の３つの海に囲まれています。また、

北部には多良山系の山地がそびえ、西部は長崎半島

の、南部は島原半島のそれぞれ付け根にあたり、長

崎県内の交通結節点としての役割を担っています。

東部は、古くから行われている干拓によって県下

最大の穀倉地帯が広がっており、本県有数の平野を

形成しており、県内唯一の一級河川に指定されている「本明川」が、多良山系南斜面

から諫早市街中心部を流れ、有明海に注いでいます。

（２）大村市

（３）自然公園

県央地区では、県立自然公園として、多良岳県立

公園及び大村湾県立公園が指定されており、県の

自然公園の約36％を占めています。

昭和 26 年指定の多良岳県立公園は、標高

1,076ｍの経ケ岳を主峰とし、多良岳、五家原岳

を中枢とする山岳群からなる多良岳系を源とする

河川は良好な渓谷美をなし、周辺の森林にはツク

シシャクナゲ、センダイソウの群落、ブチサンショ

ウウオ等、学術上貴重な種を含む多様な動植物が生息・生育しています。

昭和 41 年指定の大村湾県立公園は、県のほぼ中央に位置する大村湾沿岸と湾内の

島々からなり、大村湾北部の針尾瀬戸、西部のリアス式海岸、東部の大崎半島等の多様

な景観が見られます。また、湾南部の琴ノ尾岳、鳴鼓岳からは大村湾を中心に西彼杵半

島や多良岳が一望できます。

大村市は、県の中央に位置し、東は多良岳県立公

園、西は大村湾を望んでいます。また、長崎空港が

あることから、長崎県の玄関口としての面もあわせ

もっています。

市西部に位置する市街地は、郡川・大上戸川の扇

状地の上にあり、平野部は比較的広く、平野部から

山間部にかけてはなだらかな起伏となっています。

                市の東部は、標高 1,076ｍの経ヶ岳を筆頭に多良

山系の切り立った山地があり、各河川によって深い谷が刻まれています。

長崎空港 ※大村市ＨＰより

黒木渓谷（多良岳系）※大村市ＨＰより
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3．産業構造

県央地区の産業構造は、就業人口・総生産額ともに第三次産業の割合が最も高く、総生産は増加傾

向にあります。

一人当たりの経済規模は、諫早市は県内で最も高くなっており、大村市も県全体を若干上回ってお

ります。

産業別就業人口             （人）   

（平成27年国勢調査）

産業別総生産

（億円）   

（平成29年度長崎県市町民経済計算）
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一人当たりの経済規模
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4．管内市の財政状況

平成30年度の県央地区の普通会計歳入決算額は約1,16０億円で、県全体（県下全市町の合計）

約6,979億円の16.6％を占めています。

その内訳は、地方交付税 18.4％（県全体 25.0％）、地方税 24.4％（同 20.7％）、国庫支出金

17.9％（同 18.0%）、地方債 10.3％（同 10.7％）県支出金 8.5％（同 7.4％）となっており、

県全体と比べ、地方税は高く、地方交付税は低い割合になっています。

また、普通会計歳出決算額は約 1,131 億円となっており、県全体約 6,775 億円の 16.7％を

占め、その内訳は、普通建設事業費18.3％（同13.5％）、人件費10.2％（同13.3％）、扶助費

26.4％（県全体26.2％）、公債費10.0％（同12.0％）、補助費等10.6％（同8.4％）、物件費

8.5％（同10.9％）となっています。



＊面積については、R2.1.1現在の国土地理院市町村別面積調による

＊人口、世帯数については、R2,4,1現在の長崎県統計課推計人口による

＊県民税納税義務者数は、令和元年度最終課税調定状況報告書による

なお、（　）は法人県民税で外書

＊自動車登録台数は、R2.4.1現在の長崎県税務課登録台数調による

令和元年度決算状況

122,918

526

911

274

246

235

2,192

法人
（社）

2,510

1,352

789

611

576

5,838
184,081

事業税対象者数
個人
（人）

9

16,362

2

0

県 　民　 税
納税義務者数

(2,587)

70,119

(1,385)

52,685

(809)

21,934

(618)

19,530

自   動   車
登 録 台 数

（台）

47,721

31,643

14,924

14,234

14,396

325,775 98.2 98.1

99.4 99.4

島 原 市 82.96 43,170 17,377

雲 仙 市 41,274 2

1

355,764 141,350

42,527

合　　計

214.31

南島原市

15,614

935.90

170.11
(587)

19,813

31.0

５．県税

（令和２年４月１日現在）

区分
面　積 人　口 世帯数

諌 早 市 341.79 133,970 53,147

（単位：千円、％）

大 村 市 126.73 94,823 38,850

ゴルフ場
利用税課
税対象数

4

市名 （Ｋ㎡） （人） （世帯）

(5,986)

31.7

区　　分 調 定 額 収 入 額 不納欠損額 収入未済額
収入歩合

当年度 前年度

決 算 額

現 19,086,683 18,979,106 821 106,757

計 19,441,960 19,089,190 26,995

繰 355,277 110,084 26,174 219,019

税務部の管轄は、諌早市、大村市の二市からなる｢県央地域｣と、島原市、雲仙市、南島原市
の三市からなる｢島原半島地域｣で構成されています。管轄区域面積は９36Ｋ㎡で、県全土の
約２3％を占めています。なお、島原地区には、地域住民の方々に対する窓口業務を行うため、
出張所を設け、県税の納付や納税証明、軽油引取税の免税証の交付、各種申告書、減免等の受
付業務を行っています。

令和元年度の管内県税収入額は190億8,919万円で、県税全体の16.0％を占めています。
内訳は、個人県民税が49.8％（県税全体は31.7％）、法人事業税が20.5％（同19.7％）、
自動車税種別割が18.5％（同10.8％）と、この三税目で全体の88.8％（同62.2％）を占め
ています。特に個人県民税においては、諫早市と大村市の二市の調定額が約７割となっている
ことから、この二市の動向により、当局の税収が大きく左右される状況となっています。

また、令和元年度の管内県税収入未済額は、前年度より3,259万円減の3億2,577万円で、

県全体の収入未済額の24.4％を占めています。このうち個人県民税の収入未済額は、前年度

より3,212万円減の3億423万円で全体の93.4％（県全体では83.9％）を占めていることか

ら、平成２１年度に設置した「長崎県地方税回収機構」を最大限に活用し、市との連携強化を

図りながら、収入未済額の解消に全力で取り組むこととしています。

なお、令和２年度においては、新型コロナウイルス感染症の拡大により納税が困難となって

いる納税者に対しては、その置かれた事情に配慮して迅速かつ柔軟な納税緩和措置等の対応を

行います。
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●県央管内
（単位：千円、％）

税　目 収入額 構成比

個人県民税 9,501,431 49.8

法人県民税 744,062 3.9

個人事業税 360,588 1.9

法人事業税 3,920,164 20.5

不動産取得税 646,391 3.4

ゴルフ場利用税 110,485 0.6

自動車税種別割 3,528,911 18.5

軽油引取税 252,832 1.3

その他 24,326 0.1

合　　　 計 19,089,190 100.0

●県全体
（単位：千円、％）

税　目 収入額 構成比

個人県民税 37,968,368 31.7

法人県民税 4,640,067 3.9

個人事業税 1,352,329 1.1

法人事業税 23,583,570 19.7

不動産取得税 2,554,134 2.1

ゴルフ場利用税 280,006 0.2

自動車税種別割 12,910,004 10.8

軽油引取税 7,175,870 6.0

県たばこ税 1,506,567 1.3

地方消費税 25,349,753 21.2

その他 2,328,245 2.0

合 　　　計 119,648,913 100.0

※その他の税目 自動車税環境性能割
利子割県民税
県民税配当割
県民税譲渡割　など

令和元年度　税目別収入額比較

個人県民税

49.8%

法人県民税

3.9%
個人事業税

1.9%

法人事業税

20.5%

不動産取得税

3.4%

ゴルフ場利用税

0.6%

自動車税種別割

18.5%

軽油引取税

1.3%
その他

0.1%

個人県民税

31.7%

法人県民税

3.9%

個人事業税

1.1%

法人事業税

19.7%不動産取得税

2.1%

ゴルフ場利用税

0.2%

自動車税種別割

10.8%

軽油引取税

6.0%

県たばこ税

1.3%

地方消費税

21.2%

その他

2.0%
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6．商工業

（1）商 業

平成2８年経済センサス活動調査結果によると、県央地区の卸売業・小売業の事業所数は2,199、

従業者数16,487人となっています。また、年間卸売販売額は2,941億円、年間小売販売額は2,298

億円となっています。

また、1事業所あたりの従業者数は7.5人、1事業所あたりの年間販売額は238.2百万円で、県

平均の6.4人、202.6百万円と比べ、従業員数・販売額とも県平均を上回っています。

      （平成2８年経済センサス活動調査結果）
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（２）工 業

平成２８年経済センサス活動調査結果によると、県央地区の製造業（従業者4人以上の事業所）

の事業所数は３０６、従業員数14,198人、製造品出荷額等は約4,829億円で、それぞれ県全体

の15.5％、24.7％、29.7％となっています。

県央管内の1事業所あたりの出荷額においては、1,578百万円で、県全体の826百万円と比べ

ると大きく上回っています。

製造品出荷額等

（平成２８年経済センサス活動調査結果）※従業者4人以上の事業所
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（３）企業誘致

企業誘致は、雇用創出、若者の県内定着に即効性があり、また、地域経済への波及効果も大きく、

県民の所得向上に寄与するものであるため、県では積極的に推進しています。

諫早市は、県内でも屈指の交通の利便性を有し、「諫早中核工業団地」「諫早貝津工場団地」「山の

手工業団地」「諫早流通産業団地」「西諫早産業団地」の５団地が100％分譲済みです。また、大村

市の「大村ハイテクパーク」及び「オフィスパーク大村」も多くの誘致実績があります。

さらに、大村市では昨年４月から「第２大村ハイテクパーク」の分譲が開始され、諫早市では「南

諫早産業団地」の１工区が今年１２月、２工区が来年１２月の分譲開始に向けて整備が進められて

おり、今後も県央地区に企業の集積が進むことが期待されています。

令和２年5月３１日現在

業　　　　　種 諫早市 大村市 立地年度

液晶ディスプレイ用拡散フィルム 1

超硬具製造 1

シリコンウェーハ製造 1

シリコンウェーハ研磨 1

精密クリーニング加工 1

真空装置、真空機器類の製造他 1

シリコンウェーハ製造 1

コールセンター 1 Ｈ１４

半導体製造装置の研究・開発 1 Ｈ１５

一般貨物自動車運送業 1

半導体シリコン基盤研磨・加工 1

蓄光関連商品製造 1

シリコンウェーハ製造 1

ワイヤーハーネス製造 1

自動車用バネ製造 1

半導体シリコン基盤研磨・加工 1 Ｈ１９

自動車及び同部品、関連製品の研究・開発・製造等 1

自動車用新製品の開発・設計、グローバル部材、
内製検討品等の評価、実験等

1

水産食料品製造（明太子） 1

自動車・映像機器等の部品開発試作品から量産までの
ワンストップ生産・技術開発拠点

1

自動車内装品シートカバー縫製 1 Ｈ２６

産業機器及び環境機械の設計・製造・アフターサービス 1 Ｈ２７

防振・耐震素材の開発・製造及び販売 1 Ｈ２８

自動車部品の製造 1 Ｈ２９

産業機械の製造 1 Ｈ３０

自動車部品の製造 1

表面処理装置の営業・設計・開発・保守 1

自動車メーカー向け溶接ロボット等の企画・設計・開発 1

計 5 23

Ｈ２４

R１

Ｈ２３

Ｈ１２

Ｈ１３

Ｈ１６

Ｈ１７

Ｈ１８

（長崎県企業振興課調べ ※産業振興構想（Ｈ12～22）、産業振興ビジョン（Ｈ23～27）並びに産業振興プラン（Ｈ28～32）に基づく誘致実績による。）
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（諫早市 工業・産業団地）

※諫早市ホームページより

（大村市 赤…オフィスパーク大村、青…大村ハイテクパーク）

※大村市商業振興課より



7．雇用
（１）有効求人倍率の推移

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 R2

全 国 0.97 1.11 1.23 1.24 1.66 1.49 1.52 1.23

長 崎 県 0.75 0.87 1.01 1.03 1.27 1.10 1.13 0.94

諫 早 0.83 0.92 1.16 1.14 1.58 1.39 1.32 1.00

大 村 0.59 0.75 0.88 0.92 0.99 0.92 1.11 0.95

（職業安定業務月報ながさき）

※ 数値は、各年４月の原数値（季節調整値は除外）

※「諫早」は、諫早公共職業安定所（管轄：諫早市、雲仙市）

※「大村」は、大村公共職業安定所（管轄：大村市、東彼杵郡）

●有効求人倍率については、年々回復傾向がみられ、全国平均では、平成25年10月に、
　長崎県（平均）においては、２年遅れの平成27年10月に1.00倍を超えました。
●諫早及び大村公共職業安定所管内においても、全国及び長崎県（平均）と同様、年々
　回復傾向がみられてきました。特に諫早公共職業安定所については、長崎県（平均）
　よりも早く、平成27年5月に1.00倍を超えました（1.06倍）。
●平成31年４月現在、県内10ヶ所ある公共職業安定所で、1.00倍を超えていたのは、
　佐世保（1.45倍）、諫早（1.32倍）、島原（1.23倍）、西海（1.23倍）、五島
　（1.15倍）、大村（1.11倍）、対馬（1.08倍）の７ヶ所でした。
●しかしながら、令和2年４月現在では、新型コロナウィルスの影響から、全国平均も
　減少し、長崎県（平均）は0.94倍と1.00倍を下回りました。
●県内の公共職業安定所で、1.00倍を超えているのは、佐世保（1.27倍）1ヶ所のみで、
　諫早（1.00倍）、大村（0.95倍）となっています。
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0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

1.80

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 R2

有効求人倍率の推移

全国 長崎県 諫早 大村
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（２）新卒者（高卒）の就職状況　 ※長崎労働局調べ

令和2年3月31日現在

30.3卒 31.3卒 R2.3卒 対前年比 30.3卒 31.3卒 R2.3卒 対前年比

合計 3,342 3,140 3,029 ▲ 3.5% 98.4 98.7 99.5 0.8P 

男子 1,883 1,822 1,783 ▲ 2.1% 99.0 99.2 99.5 0.3P 

女子 1,459 1,318 1,246 ▲ 5.5% 97.7 98.0 99.4 1.4P 

合計 1,795 1,603 1,600 ▲ 0.2% 97.4 98.0 99.1 1.1P 

男子 861 794 813 2.4 % 98.1 98.6 99.0 0.4P 

女子 934 809 787 ▲ 2.7% 96.9 97.4 99.2 1.8P 

合計 1,547 1,537 1,429 ▲ 7.0% 99.6 99.4 99.9 0.5P 

男子 1,022 1,028 970 ▲ 5.6% 99.8 99.6 99.9 0.3P 

女子 525 509 459 ▲ 9.8% 99.2 99.0 99.8 0.8P 

53.7% 51.1% 52.8% 1.7P 

46.3% 48.9% 47.2% ▲1.7P 

＜令和2年３月新規学卒＞ 令和2年3月31日現在

前年同期 R2.3

計 1,003 976 ▲ 2.7% 114 82 20.1%

男 482 471 ▲ 2.3% 60 53 

女 521 505 ▲ 3.1% 54 29 

計 600 624 4.0 % 132 152 45.5%

男 312 342 9.6 % 64 73 

女 288 282 ▲ 2.1% 68 79 

計 1,537 1,429 ▲ 7.0% 141 280 29.5%

男 1,028 970 ▲ 5.6% 83 184 

女 509 459 ▲ 9.8% 58 96 

計 3,140 3,029 ▲ 3.5% 387 514 29.7%

男 1,822 1,783 ▲ 2.1% 207 310 

女 1,318 1,246 ▲ 5.5% 180 204 

※「諫早」は、諫早公共職業安定所（管轄：諫早市、雲仙市）

※「大村」は、大村公共職業安定所（管轄：大村市、東彼杵郡）

割合
県計

対前年比

合計

管内

管外

県外

新規学校卒業者（高校）を対象とする内定状況（全体）

就
職
者
数

内 定 者 数

県 外 比

県 内 比

合

計

県

内

県

外

内 定 率

諫　早 大　村

新規学校卒業者（高校）を対象とする就職状況（県央地区）
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8．観 光

長崎県のほぼ中央に位置する県央地域は、有明海・大村湾・橘湾の特性の異なる 3 つの海、多良山

系の山々に囲まれた美しい自然景観、長崎街道や眼鏡橋、大村市内の城下町等の歴史遺産などの観光

資源に恵まれています。

令和元年の管内の観光客延べ数は約４７７万人（諫早市約２６９万人・大村市約２０８万人）で、県

全体の１３.７％を占めており、うち７６.４％が日帰り客となっています。

諫早市は、諫早つつじ祭りや白木峰高原、山茶花高原ピクニックパーク・ハーブ園の来場者数は増加

したものの、諫早公園を訪れる訪日外国人ツアー客が減少したことなどから前年より減少しました。

大村市は、ビジネス需要により宿泊客が増加したことに加え、おおむら花まつりなどのイベントによ

る集客が好調であったこと、大村市歴史資料館がオープンしたことなどから前年より増加しました。

管内の観光消費額は約１９１億円に増加し、県全体の５.２％となっています。

（令和元年観光統計）

2,459,642 
2,816,303 2,748,938 

2,518,543 2,559,857 2,743,326 2,688,395 

1,102,800 

1,193,801 1,139,453 
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（単位：人）
観光客延べ数

諫早市 大村市

10,571,155 

12,004,721 

11,974,755 

10,480,355 

10,931,301 

11,138,144 

11,445,760 

3,762,336 

4,217,720 
4,106,321 

4,557,132 

5,019,034 

7,240,342 

7,625,404 

0

2,000,000

4,000,000
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（単位：千円）
観光消費額

諫早市 大村市



9．交通

　＜ＪＲ九州の県内の降客者数について＞
　　・平成28年度は、平成24年度と比べ、2.5％の増となっています。
　　・「諫早駅」は、県内2番目の降客者数ですが、5年間で2.5％減少しています。
　　・「大村駅」も、5年間で1.8％減少しています。

　＜長崎空港の降客者数について＞
　　・東京圏は、平成30年度は平成25年度に比べ、20.8％の増となっています。
　　・関西圏は、2.2％の微増、中部圏は19.4％の増となっています。
　　・九州圏は、14.3％の増となっています。
　　・県内の離島路線は、8.7％の増となっています。
　　・国際線（中国、韓国）は、135.7％の大幅増となっています。

※H29以降、非公表

（単位：千人）
備考

対H24(％)

諫早駅 1,980 2,026 1,969 1,999 1,931 ▲2.5 県内２位

大村駅 918 959 936 929 901 ▲1.8 県内5位

長崎駅 3,877 3,966 3,907 4,043 3,874 0.0 県内1位

佐世保駅 1,337 1,399 1,440 1,478 1,437 7.0 県内３位

県内計 14,850 15,402 15,353 15,619 15,230 2.5 ―
（長崎県統計年鑑）

対H25(％)

東京圏 814 862 937 909 932 983 20.8

関西圏 401 405 411 383 415 410 2.2

中部圏 67 74 79 75 79 80 19.4

九州圏 28 32 28 30 32 32 14.3

県内離島 69 69 67 65 70 75 8.7

国際線 14 29 20 17 26 33 135.7
（長崎県統計年鑑）

　◆ＪＲ九州各駅の降客者数

　◆長崎空港の降客者数

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ27

H29

（単位：千人）
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１０．新幹線
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（新幹線事業対策室より）
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11．教育

県央管内には、令和元年5月1日現在、小学校43校・中学校23校・高等学校12校・特別支援学

校６校に、30,969名の児童生徒が在籍し、2,777名の教職員による教育活動が行われています。

令和元年3月の高等学校卒業者の進路は、大学等への進学率は45.4％（県全体45.4％）、就職率は

28.9％（県全体29.2％）となっています。



（１）医療供給体制

（２）動物愛護対策

　　　　◎「猫の飼い方教室」

（３）食品衛生対策

 　◎食品収去検査の状況

（４）医薬品等安全対策

　◎自生けしの抜去（抜去前）

12.　保健

●県央地域保健医療圏域(諫早市・大村市・東彼杵郡)には、令和２年3月31日現在、病
院3２、一般診療所249、歯科診療所131の医療施設があり、地域医療の中核病院であ
る地域医療支援病院として、独立行政法人地域医療機能推進機構諫早総合病院、独立行
政法人国立病院機構長崎医療センター、独立行政法人国立病院機構長崎川棚医療セン
ターが指定されています。

●食品の安全性確保のため、食品の調理、製

造、販売施設の許認可や監視指導及び管内で

製造または流通する食品の収去検査を計画的

に実施しています。

◎ 令和元年度実績

・監視指導延件数 4,099件

・食品収去検査数 632件

●医薬品等の有効性、安全性の確保を図るた

め、及び毒物劇物、麻薬・向精神薬・覚せい

剤原料に起因する事故等を防止するため、薬

局、医薬品販売業者、病院等に対し監視指導

を実施しています。

◎ 令和元年度実績

・薬事監視 536件

・毒物劇物監視 98件

・麻薬等監視 585件

●犬猫の引取りや殺処分数を減少させるた
め、また、不適切な飼養による近隣トラブ
ルを防止、解消するため、引き取り時や譲
渡時、苦情相談対応時等に、飼い主に対し
て動物愛護思想と適正飼養の普及啓発を実
施し、終生飼養や繁殖制限等の指導・助言
を行っている。
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（５）環境保全・廃棄物対策

　　　　　◎廃棄物パトロール

（６）健康対策

（７）保健福祉対策

　◎新型インフルエンザ患者搬送訓練 ◎在宅医療・介護連携研修会

●廃棄物の適正処理を推進し、地域の環境

を保全するために産業廃棄物処理業者等に

対し、立入検査および指導等を行っていま
す。

◎ 令和元年度実績

・産業廃棄物立入検査関係 1,577件

・不法投棄発見 25件
●公共用水域の水質検査を11地点で延べ

66回調査しています。

●工場・事業場の監視指導を行っています。
◎ 令和元年度実績

・水質汚濁 596件

・大気汚染 624件

●健康づくり対策、歯科保健対策、難病対策、結核・インフルエンザなどの感染症をは

じめとする疾病の予防や医療対策など、住民の健康増進を目指した事業を行っています。

特に、新型コロナウイルス感染症については、感染症患者発生時の積極的疫学調査によ
り、迅速な検査を行い、感染症の発生及び拡大の防止に努めています。

●難病対策として支援体制の整備に取り組んでいます。
◎令和元年度特定医療費（指定難病）受給者証所持者数 2,371人

●管内は結核患者罹患率が全国値より高く予防から治療までの結核対策に取り組んでい
ます。
◎令和元年新登録患者数 47人（喀痰塗抹陽性者17人）

●精神保健に関する相談や依存症対策、自殺対策、ひきこもり対策など精神保健福祉対
策に取組んでいます。
◎令和元年度
・相談件数：1,242件

●市町が実施する地域包括ケアシステムの構築に向け、在宅医療・介護連携の推進等の
支援に取り組んでいます。
●長期療養児（医療的ケア児）や発達障害児等の相談支援体制づくりなどを行っていま
す。
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13．農林

（1）農業
管内は、中山間地域が多く、海岸沿いの温暖な気候を利用して果樹を中心とした農業生産が営まれ
ている「長崎・西彼地域」と平野部から中山間とさまざまな地形条件を活かし、多種多様な農作物が
生産されている「県央地域」で構成されています。

①「長崎・西彼地域」の農業
長崎・西彼地域は、中山間地域が多く、総土地面積69,707haのうち7.3％にあたる5,056haが耕
地となっています。このうち、畑の割合が78％と特に高く（県平均は54％)、海岸沿いの温暖な気候
を利用して、温州みかんや全国一を誇るびわなどの果実類が盛んに生産されており、県内果樹農家総
戸数の43％、総栽培面積の45％を占めています。
また、畜産の生産も盛んであり、特に豚では、1経営体当たりの飼養頭数が、県平均の2,105頭の
約1.7倍である3,540頭と、規模の大きな養豚経営が営まれています。
しかしながら、販売農家戸数は県の平均を上回る率で減少が進むとともに、基幹的農業従事者の平
均年齢も県全体の64歳より各市町とも高く、担い手の高齢化が引き続き進んでいます。
今後は、JAが主体となった研修機関を核にした産地一体となった農業後継者育成の仕組みづくり
を進めます。また、果樹産地の再生に加え、園芸主体の経営体による新たな産地の形成や、環境と調
和した収益性の高い畜産経営が営まれ、地域の重要な基幹産業となる農業の確立が必要です。

②「県央地域」の農業
県央地域では、総土地面積63,612haのうち16.0％にあたる10,158haの耕地で、平野部から中
山間とさまざまな地形条件を活かし、水稲、麦、大豆、野菜類、果実類、花き、茶等の工芸作物、肉
用牛、豚、酪農など、多様な農業が営まれています。特に麦類の作付面積は県全体の52％と県内で
も有数の産地です。
農家戸数は、減少しており、基幹的農業従事者の平均年齢においても、県全体より２～5歳高く
なっている町があり、担い手の高齢化が若干進んでいます。
今後は、平坦な穀倉地帯や圃場整備やかんがい施設の整備が行われた畑地帯および諫早湾干拓等を
中心に、産地の維持・拡大を図るため、新たな担い手となる新規就農者の支援を行いつつ、県内でも
有数の食糧供給地帯を目指します。

農林水産関係市町村別統計（Ｒ元）、 2015年世界農林業センサス、
長崎県家畜・家きん飼養頭羽数等調べ（H31.4.1）より

ミニトマトの施設栽培
(新規参入者による産地拡大も）

加工業務用キャベツ
(今後産地の拡大が期待される）

効率的な大規模養豚経営

温州みかんのブランド化
（シートマルチの実施）

肉用牛（肥育）
(長崎和牛のブランド化）

日本一のびわ産地
（なつたよりの面積拡大）

- 21 -



大粒・鮮赤・甘くて程よい酸味の
いちご「ゆめのか」

出荷を控えたカーネーションと
本県オリジナル品種「だいすき」

県下一のアスパラガス産地
(夏季の株の養成と夏アスパラの出芽状況)

県内一の茶産地
一番茶摘採風景と新芽

基盤整備圃場での
ばれいしょ収穫風景

品質が高く市場評価も高い
｢早生たまねぎ」の収穫風景

定時・定量・高品質出荷の
冬にんじん（品評会風景）

県内一の穀倉地帯：諫早平野（高温耐性品種「にこまる」の栽培）
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営農者の内訳

元年度作付状況（単位：ha）

野菜
飼料作物

緑肥
施設園芸

諫早湾干拓全景 単棟ハウス

ハウスレタス栽培

しそ栽培 キャベツの収穫 ミニトマト栽培

　

16

32

合　計 1,051

品目
432
195
175

収獲済面積

71

注)小数点以下を四捨五入しているため合計は一致しない。

経営形態 経営体数

35

147

法　人
個　人
合　計

その他作物

19

③「諫早湾干拓」の農業
営農開始から12年目を迎えた諫早湾干拓地では、666haの農地に35経営体（法人
１9、個人16）が野菜、花き、飼料作物等を栽培しています。
安全・安心な農産物を供給する一大産地を形成するため、長崎県特別栽培農産物（化

学肥料５割以上減、化学合成農薬５割以上減）、有機ＪＡＳ農産物（無化学肥料、無化
学合成農薬）の認証、または特別栽培と同レベルの環境保全型農業直接支払交付金への

取組みをめざしています。
元年度は、38品目、収穫済面積としては延べ1,051haの農産物が栽培され、耕地利
用率は168％と県平均の約2倍となっております。
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○整備前の状況〔平成30年撮影〕 ○整備後の状況〔平成31年撮影〕

※耕作放棄地を優良農地（樹園地）に再生

             　　 ○完成した樹園地での植栽状況

 ≪白崎地区の概要≫

場　　所：西海市　西彼町

事業工期：平成２８年度～令和４年度

受益面積：１６．５ha

主要工事：区画整理１６．５ha

　　　　　畑地かんがい１６．５ha

主要作物：みかん、ねぎ、ばれいしょ

　　　　　≪作付率≫

整備前：26.8％⇒整備後：114.0％

担い手農地集積率(ｼｪｱ)：７０％ 〔R1時点〕

※農地中間管理機構を活用

（2）農村整備

整備された樹園地　白崎地区 ～水利施設等保全高度化事業　特別型(担い手育成型)～

管内は、大村湾を囲む長崎・西彼地域及び、諫早・大村・東彼杵地域からなり、その耕地面積は県
下全体の33％となっています。
長崎・西彼地域は、地形は複雑で起伏が多く平地に乏しい急傾斜地で、耕地面積は県全体の11％、

令和元年度における区画整理の整備率は水田45％（県平均58％）、畑１6％（県平均27％）と低く
なっています。基盤整備として、耕作放棄地化を解消するための畑作地帯の区画整理や老朽化したた
め池の整備や浸水想定区域作成を進め農村地域の災害を未然に防止するための防災事業を実施してい
ます。
諫早・大村・東彼杵地域は、平成諫早湾干拓地や小野・森山の干拓地及び大村市の平坦地において

食糧エネルギー供給地帯を目指しています。また、多良岳山麓及び橘湾に面した丘陵地帯では、畑作
が盛んでバレイショ、タマネギ、ニンジンのほか、茶の産地にもなっています。耕地面積は県全体の
22％を占めており、令和元年度における区画整理の整備率は水田75％、畑４7％であり県下でも高い
整備率となっています。基盤整備として、平成諫早湾干拓地の背後となる水田地帯の排水対策や、畑
地帯の区画整理・かんがい用水の整備、川棚町の農道網の整備等を行っています。防災対策としては、
老朽化したため池の整備や浸水想定区域図の作成を進め、農村地域の災害を未然に防止するための防

【支柱打ち込み】

【植栽完了】

【植え込み】

【散水状況】
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（3）森林・林業

①森林の現状

管内の森林は国有林6,052ha、民有林61,051ha（公有林8,707ha、私有林

52,344ha)であり、森林が総土地面積の50％を占め、民有林の人工林率は47％となっ
ています。
大村湾東岸から有明海に面した多良山系は土地生産力が高く、生立する樹木の形質も

良く、本県優良林業地帯であるとともに、地理的条件にも恵まれ流通加工の拠点となっ
ています。

大村湾西岸の西彼杵半島を主とする低山地帯は、概して土地生産性が低いものの、年

輪幅が狭く、目の詰まった良 質なヒノキが生産されています。この地域には、「長崎県

民の森」や「長崎市民の森」が整備され、県民の憩いの場となっています。

②主要施策
(１) 森林整備の促進

人工林の森林資源の蓄積量は、年々増加している状況にあり、このような中で森林
の持つ多面的機能の維持・向上を図りつつ、木材生産の効率化に努め、森林・林業地
域の所得向上を図り、林業の成長産業化を進めています。また、木材加工施設の活用
を図るとともに、木材・特用林産物需要拡大への取組を推進します。

◎令和元年度の事業は次のとおり実施しました。
・森林整備

搬出間伐 843 ha 、作業道 122,469 m
◎令和２年度の事業計画は次のとおりです。
・森林整備

搬出間伐 860 ha 、作業道 95,000  m

(２) 保安林の整備と治山事業の充実
近年の局所的な集中豪雨等に伴う激甚な山地災害の多発、夏の長期的な日照による

水不足及び生活環境の保全を図るため、水源地域整備事業をはじめとする各種治山事
業を実施し、保安林機能の充実と安全で住みよい県土づくりを推進しています。

◎令和元年度の事業は次のとおり実施しました。
・治山事業 18 か所 １,130,628 千円

◎令和2年度の事業計画は次のとおりです。
・治山事業 17 か所 １,268,7０0 千円

(３) 林道網の整備
効率的な林業経営の展開と森林の多目的総合利用の推進等を図るため、森林基幹道

をはじめ公共林道を整備する一方、県単独林道等を整備し、地域林業の活性化と生活
環境の整備に役立てています。

◎令和元年度の事業は次のとおり実施しました。
・林道開設事業 3 路線 72,523 千円
・林道改良事業 2 路線 11,486 千円
・林道災害復旧事業 4 路線 242,039 千円
◎令和2年度の事業計画は次のとおりです。
・林道開設事業等 1 路線 30,000 千円
・林道改良事業 29   路線 58,100 千円
・林道災害復旧事業 1 路線 12,492 千円
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（近景）

１．安全で住みよい県土づくり：令和元年度竣工 溝陸地区復旧治山工事（大村市）

２．諫早農高生林業体験学習（諫早市） ３．ハラン出荷状況（波佐見町）

　　　

４．県営林の列状間伐 ５．木育キャンプ間伐体験（諫早市）
　　西海市大瀬戸町　県営林万助山団地
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（家畜伝染病防疫対策）

口蹄疫防疫演習 豚熱抗体検査

（４）家畜保健衛生（中央家畜保健衛生所）

ＢＳＥ検査 鳥インフルエンザ検査

＜主な業務＞

① 家畜伝染病防疫対策

家畜伝染病の発生防止を図るため、生産農場に立ち入り、飼養衛生管理基準の遵守指

導を実施しています。また、万一の発生時に被害を最小限に押さえ込むためには、迅速

かつ的確な初動防疫が重要です。県機関のみならず、市町や農業団体等と連携した防疫

演習を行うなど、初動防疫態勢の強化に努めています。

② 病性鑑定業務

疾病対策を的確に実施するため、各種検査により病因究明に努めています。特に検査

課では、県内全域の家畜保健衛生所で実施した病性鑑定について、病理・細菌・ウイル

ス・生化学各部門でより高度な検査を実施しています。

③ 生産性向上対策

飼養規模の拡大等を背景に、呼吸器病や下痢症をはじめとした生産性を阻害する慢性

疾病が畜産経営上大きな問題となっています。病原体の排除や飼養管理の改善等により

生産性の確保を図っています。また、肉用牛については、子牛の生産率向上のため、繁

殖検診や飼料給与指導等を行っています。

④ 獣医事
獣医師法及び獣医療法に基づく産業動物及び愛玩動物診療施設の立入検査・指導を行

っています。

⑤ 動物薬事

畜産物の安全性を確保するため、動物用医薬品の適正流通・使用を指導しています。
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（病性鑑定業務（検査課））

（生産性向上対策）

家畜衛生対策推進会議

＜関係法令＞
家畜保健衛生所法、家畜伝染病予防法、ＢＳＥ特別措置法、獣医師法、獣医療法、
飼料安全法、医薬品・医療機器等法、家畜改良増殖法、家畜排せつ物法

（獣医事・薬事）

　牛の病性鑑定（防疫課）

動物用医薬品の適正利用

病理組織検査 細菌検査

ウイルス検査 生化学検査

早期妊娠診断による生産性向上
家畜衛生対策推進会議
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14．建設

（1）道路

○地域高規格道路 島原道路
南島原市深江町から諫早市の長崎自動車道諫早インターまでを結ぶ、延長約50㎞の自動車専
用道路です。本道路の整備により諫早市中心部の交通混雑の緩和を図ると共に諫早市と島原半
島の時間短縮を図り地域交流を促進し、地域の活性化を図ります。

県央地域には、高速自動車国道である長崎自動車道や国土交通省所管の一般国道34号、57

号、県管理の一般国道207号、251号、444号などの本県の骨格をなす幹線道路が集中して

おり、交通の要衝となっています。
そのうち、本局で管理している道路は、一般国道3路線80.3km、主要地方道8路線47.2km、
一般県道12路線81.5kmの、合計23路線209kmです。また、国県道の2車線以上改良率は、
県全体の83.9％に対し、本局管理の道路では83.1％になります。（平成31年4月1日現在）

本県では地域の連携強化、交流促進を図るため規格の高い道路整備を重点的に進めており、

本局においては地域高規格道路「島原道路」の一部を構成する、一般県道諫早外環状線「長野

～栗面工区」の整備を実施しています。
また、安全・安心の確保のため現道拡幅や歩道整備、電線地中化、橋梁補修などの整備を実
施しています。

県央振興局
管内

島原振興局
管内
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・一般県道諫早外環状線

諫早インター工区（諫早市栗面町～貝津町）
延 長 約４ｋｍ
幅 員 １２．０ｍ（3.5ｍ×２車線）

事 業 費 約２６４億円
事業期間 平成２０年度～
※平成30年3月24日 栗面IC～小船越IC区間供用
※令和 2年3月22日 小船越IC～諫早IC区間供用

・一般県道諫早外環状線
長野～栗面工区（諫早市長野町～栗面町）
延 長 約３ｋｍ
幅 員 １２．０ｍ（3.5ｍ×２車線）
事 業 費 約１９０億円
事業期間 平成２３年度～
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①道路改築
・一般国道２０７号佐瀬拡幅（諫早市多良見町）

延 長 約２．５ｋｍ
幅 員 ７．０ｍ（2.75ｍ×２車線）
事 業 費 約29億円
事業期間 平成２４年度～令和２年度予定

②道路改築
・一般国道207号東長田拡幅(諫早市正久寺町～猿崎町）

延 長 約１．９ｋｍ

幅 員 ２３．２５ｍ（3.5m×４車線）
事 業 費 約50億円
事業期間 平成２７年度～令和7年度予定

③道路改築

・一般県道久山港線(諫早市久山町）
延 長 約１．3ｋｍ
幅 員 １０．２５ｍ（3.25m×2車線）

事 業 費 約２5億円
事業期間 平成２７年度～令和５年度予定

④歩道整備
・一般国道２０７号交通安全施設等整備（諫早市宇都町）

延 長 約１．０ｋｍ
歩道幅員 ３．０ｍ
事 業 費 約15億円

事業期間 平成２３年度～令和２年度予定

⑤電線地中化
・一般国道２０７号電線共同溝整備 （諫早市天満町～泉町）

延 長 約１．３ｋｍ

幅 員 １４．５ｍ
事 業 費 約２０億円
事業期間 平成２０年度～令和3年度予定

①

③

②

④
⑤
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（主な事業）

○事業主体 長崎県

○関係地域 諫早市

○事業計画期間 平成8年度～令和10年度

○事業概要 ○事業費
改修延長 L=2,290ｍ 平成３０年度まで 千円
全体事業費 85.0億円 令和元年度 千円
築堤工 V=94,642㎥ 令和２年度 千円
掘削工 V=200,000㎥ 令和３年度以降 千円
護岸工 A=20,000㎡
道路橋 ７橋
堰 2基

315,692
282,000

江ノ浦川河川改修工事（施工状況）

（2）河川・砂防

　江ノ浦川は、諫早市南部に位置する飯盛町の中央部を縦断する二級河川であり、毎年梅雨
時期や台風等の大雨による氾濫により、農地だけでなく、周辺住宅地の浸水被害や、一般国
道251号及び主要地方道の冠水による通行不能が生じています。
　この対策として、治水安全度の向上を図り、計画高水流量の安全な流下を図る目的で河川
改修事業を実施しています。

江ノ浦川広域河川改修事業

6,005,690

1,896,618

県央管内の河川は、一級河川本明川水系の28河川と二級河川18水系の31河川で、流域
面積は445k㎡、流路延長は226kmとなっています。砂防指定地は92渓流、急傾斜地崩壊
危険区域は152箇所、国土交通省所管の地すべり防止区域は7箇所となっています。
管内の土砂災害危険箇所は、土石流危険渓流359渓流、急傾斜地崩壊危険箇所827箇所、
地すべり危険箇所83箇所となっています。

新開橋
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山口谷川事業間連携砂防事業

○事業主体 長崎県

○関係地域 諫早市中通町

○事業期間 平成2７年度～令和４年度（予定）

○事業概要 ○年度別事業費

全体事業費 百万円 百万円

砂防ダム 本堰堤　H=11.9ｍ 百万円

渓流保全工　L=63.4ｍ 百万円

付替道路工　L=177m

84

150

517

　山口谷川は諫早市役所から北北西に約8キロに位置し、1級河川本明川の支川である湯野
尾川に流れ込む土石流危険渓流です。昭和32年の諫早大水害を受け、砂防ダム1基が整備さ
れていますが、より十分な土石流対策として平成27年度から本事業を着手しています。
　また、平成28年度には土砂災害防止法に基づき、土砂災害警戒区域等が指定され、土石
流による被害の恐れがある区域内に人家12戸、道路260ｍ、湯野尾川までが含まれてお
り、近年の豪雨災害に備え対策事業を行うことにより民生の安定を図るものです。

山口谷川　航空写真（R2.5月）

133平成30年度まで

令和元年度

令和2年度

付替道路

本堰堤位置
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（主な事業）

小長井港港湾整備事業

〔社会資本総合整備交付金事業概要〕

○事業期間 平成２１年度 ～ 令和６年度

○事業費 約15.0億円

○主な施設 （築切地区） （井崎地区）
泊地(-4.5m) 物揚場(-2.0m)
泊地(-2.0m)
岸壁(-4.5m)
物揚場(-2.0m)
船揚場
道路

小長井港（築切地区）全景

（3）港湾・漁港

　小長井港は、佐賀県との県境に位置し、古くから近傍より産出する石材の積出港として重要
な役割を担っていました。近年では建設資材である砂の集積地として、年間約２８万トン（R1
年速報値）を築切地区のふ頭に陸揚げしていますが、有明海特有の大潮位差のため、干潮の際
に出入港できないなどの課題を抱えています。
　これまでも築切地区と井崎地区において漁船用の施設を整備してきました。現在は築切地区
の建設資材ふ頭の再整備と泊地の整備及び、築切地区と井崎地区において、干満に関係なく乗
降が容易にできるよう簡易浮桟橋の設置を計画し、より使いやすい港を目指しています。

県央振興局の管内には、港湾６港（長崎県管理地方港湾５港、56条港湾１港）漁港７港
（長崎県管理第２種漁港１港、市町村管理第１種漁港６港）があります。
管内の港湾取扱貨物量は、５港で約６２万トン（令和元年速報値・港湾統計）となってい
ます。
管内の属地水揚量は、約1.9千トン、約６億７千万円（平成２９年・港勢調査）となって
います。

国道207号

至：諫早市 至：佐賀県

築切地区

JR長崎本線
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①都市計画道路の整備

○池田沖田線（大村市池田二丁目～同市沖田町）
・

・
・Ｌ＝1,450ｍ　Ｗ＝28ｍ

・

池田沖田線　全線 池田沖田線【竹松工区】　標準断面図

平成２０年度に着手し、平成２７年３月２９日に供用開始。

（4）都市計画

　都市計画道路は、市街地の交通の円滑化や居住環境を維持する機能、市街化を誘導する機
能等を持っています。管内では、市街地の交通混雑緩和を図り周辺環境にも配慮した道路の
整備を進めています。

【小路口工区】

本路線の起点付近には九州新幹線新駅が予定されており、国道444号とのネットワー
クにより長崎空港や大村ＩＣとのアクセスを容易にする路線であり、大村市の市街地
の骨格を形成する主要幹線道路です。

【竹松工区】
平成2３年２月に事業認可を取得、令和元年１１月末には220ｍ区間の一部供用を開
始しました。

・事業費＝57.6億円　　Ｌ＝1,970ｍ　Ｗ＝20ｍ

（都市計画区域）
都市計画区域は、市町の中心地を含み、自然的・社会的条件、人口、土地利用、交通等

の現況及び推移を勘案し、一体の都市として総合的に整備、開発、保全する必要がある区
域について知事が指定するもので、県央管内では、諫早市、大村市の２市について都市計
画区域が定められています。

（土地利用計画）
市街化区域及び市街化調整区域は、無秩序な市街化を防止し計画的な市街化を図ること

を目的として、都市計画区域を区分して定めるものです。市街化区域は、既に市街地を形
成している区域と今後概ね１０年以内に優先的かつ計画的に市街化を図るべき区域とから
なり、市街化調整区域は、市街化を抑制すべき区域です。当管内については、長崎都市計
画区域において定められています（なお、大村都市計画区域には定めがありません）。

用途地域などの地域地区は、都市計画における土地の自然条件及び土地利用の動向を考

慮して、住居の環境を保護し、商業・工業等の利便を増進し、災害、公害を防止する等良

好な都市環境の確保を図るために定められるものです。地域地区に関する都市計画は、県

内では１１種類が決定されており、当管内においては、用途地域、特別用途地域、高度利

用地区、準防火地域、風致地区、臨港地区の６種類が定められています。

（都市施設）
都市生活の向上、都市機能の維持増進を図るため、道路、公園、下水道等の都市施設が

それぞれの都市において都市計画決定され、市町事業あるいは県事業により逐次整備され
ています。
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②都市公園の整備

○県立総合運動公園（諫早市宇都町）
・

・

③下水道の整備

○大村湾南部流域下水道（大村湾南部処理区：諫早市、大村市）
・

・

第69回長崎国体の開閉会式及び陸上競技が行われた県立総合運動公園
（写真中央：トランスコスモススタジアム長崎）

　下水道は、現在の社会生活を行ううえで必要な都市施設であり、トイレの水洗化、周辺環
境の改善、水質の保全、雨水の排除等の機能を持っています。管内では、閉鎖性海域である
大村湾の水質保全を目的に諫早市と大村市にまたがる流域からなる流域下水道の整備を行っ
ています。

大村湾奥部の流域の1,644ｈａを対象とした県内唯一の流域下水道です。平成５年度
に事業に着手し、平成11年度に一部供用を開始し、現在まで順次供用開始区域を拡大
しています。

　　　　　　　　　　　大村湾南部浄化センター

平成26年度末に、大村湾内の下水道整備の上位計画となる「大村湾流域別下水道整備
総合計画(流総計画)」を策定し、湾内の処理場毎の処理方針や全窒素、全リンの処理水
質の値を定めました。流総計画で、大村湾南部浄化センターでは全窒素、全リンの処
理（高度処理という。）を速やかに実施すべきとされたため、平成27年度に事業計画
を変更し、処理場の改築工事を進め、令和元年度末から一部運用を開始しています
（全６系列中の１系列）。
また、平成２３年度に長寿命化計画、平成２５年度にストックマネジメント計画を策
定し、施設の長寿命化にも取り組んでいます。

陸上競技場については、ネーミングライツ（命名権）による愛称が決定し、平成28年
8月1日から「トランスコスモススタジアム長崎」となりました。

　都市公園は、潤いのある生活環境や都市防災機能、生物の生息空間の形成等の機能を持っ
ています。管内では、景観の保全、県民へ広くスポーツ・レクリエーション活動の場を提供
することを目的に総合公園の整備を行っています。

第24回国体（昭和44年）の主会場として整備が行われた総合公園です。スポーツ施
設を中心に逐次整備を行っており、一部施設においては利用者の利便性向上のため
に、リニューアルや照明灯設置などを実施しました。平成19年度に第69回国体（平
成26年）の開閉会式会場に決定したことから、平成20年度より公園の基本設計等に
着手し、陸上競技場をはじめとした施設整備を行い、平成26年に長崎がんばらんば国
体及び長崎がんばらんば大会が開催されました。現在は、公園施設長寿命化計画に基
づき、照明施設などの公園施設の改築を行っています。
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15．振興局プロジェクト ～ 「いさかん」魅力発見！プロジェクト ～

平成２０年に完了した諫早湾干拓事業によって潮受堤防や調整池、干陸地など様々な

地域資源が創出されています。そこで、市民・県民の方々が身近な財産としてこれら地

域資源に親しむきっかけづくりを行い、周辺地域ににぎわいを創出するため、平成２８

年度から「『いさかん』魅力発見！プロジェクト」を進めています。

令和元年度からは、地元関係団体や行政等で組織する「諫早湾干拓にぎわい創出協議

会」を事業主体として、関係機関と連携し諫早湾干拓の利活用に取り組んでいます。

諫早湾干拓にぎわい創出協議会（H31.4.22設立）

＜目的＞ 諫早湾干拓事業によってもたらされた豊かな地域資源の利活用に関し、地域住民及び関係
機関との連携、調整を行うとともに、事業について検討・提案及び実施することにより、諫
早湾干拓地域のにぎわい創出に寄与する。

【地  元】
・平成諫早湾干拓土地改良区
・諫早湾漁業協同組合
・諫早湾干拓環境保全型農業推進協議会
・長崎県央農業協同組合
・島原雲仙農業協同組合
・ながさき県酪農業協同組合
・諫早市自治会連合会
・雲仙市自治会連合会
・ＮＰＯ法人拓生会
・諫早ゆうゆうランド干拓の里

【教育機関】
・長崎ウエスレヤン大学

【経 済 界】
・諫早商工会議所
・諫早市商工会
・雲仙市商工会

【行  政】
・九州農政局北部九州土地改良調査管理事務所
・長崎河川国道事務所
・諫早市、雲仙市
・長崎県

＜メンバー＞

【民間団体】
・長崎県農業振興公社
・諫早湾地域振興基金
・諫早観光物産コンベンション協会

令和２年度「いさかん」魅力発見！プロジェクト（取組計画）
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諫干見学会

＜目的＞ 諫早湾干拓が果たしている役割を正しく知ってもらうため、「歴史」、「防災・環境」、
「農業」という３つのテーマを設け、干拓地内の見学会を実施

諫干まつり

＜目的＞ 諫早湾干拓事業や干拓農地で栽培された農産物の良さを広く県民等に知ってもらうため、
干拓営農者による農産物の直売等のイベントを開催

H28 年度から毎年開催

★R元年度実績（R元.11.23 来場者約4,２00 名） 【テーマ】干拓を観る！知る！遊ぶ！！

★H２８～R元年度実績（2６回、1,275 名）

２８年度 ６回 ３７２名

２９年度 ９回 ４４４名

３０年度 ７回 ３４８名

R元年度 ４回 １１１名

学童保育きづなクラブ

【内容】  
◆ステージイベント   もちまき、ブースを訪問！いさかんクイズラリー、諫早の郷土芸能 他
◆飲食・販売ゾーン   干拓野菜の直売、幻の高来そば、諫早の郷土料理 他
◆展示ゾーン      大型農機具展示、競技用ボート展示 他
◆体験ゾーン      クラフト体験、バター手作り体験 他
◆ふれあいゾーン    牧草のラッピングロールへのお絵かき、ミニ動物園 他
◆広報・啓発ゾーン   諫早湾干拓事業の歴史等、環境保全型農業のＰＲ、長崎和牛PR試食 他
◆その他        農地見学会（播種体験）、調整池内をボートで周遊 他

【対象】

・地域住民（学童保育、小学生社会科見学、老人クラブ等）

【コース例】

・干拓資料館、庄屋屋敷、むつごろう水族館、内部堤防

・堤防管理事務所、堤防道路、内部堤防

学童保育きづなクラブ①
学童保育きづなクラブ②
学童保育Nキッズ
遠竹小学校PTA

野菜直売 長崎和牛試食

いさかん抽選会 伝統芸能 播種体験

もちまき
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諫干を花で装飾

＜目的＞ ウォーキングやジョギング等で干拓地を訪れる人に花の景観を楽しんでもらうため、内部
堤防の法面に花（クリムソンクローバー）を植栽（開花時期：４月下旬～５月上旬）

★令和２年予定
・10月末～12月にかけて職員等による種まき実施（範囲等については検討中）

H28 年度から毎年実施

★R元年度実績

植栽 36,800 ㎡（前面堤防1.6km、平地部1.2km）

開花状況

いさかん野菜料理コンテスト

＜目的＞ 干拓農地で取り組まれている環境保全型農業をＰＲするため、干拓地で収穫された野菜を
使った料理コンテストを開催

H３０年度から実施

★R元年度実績

【内容】

・対  象：地元高校生

・募  集：料理部門・スイーツ部門のレシピ

・対象野菜：レタス、キャベツ、にんじん、ブロッコリー、ほうれんそう、ミニトマト、トマト

・審 査 会：R２.2.9（土）

       応募作品（料理部門７４点、スイーツ部門３９点）から各6点を書面選考（一次）

し調理審査（二次）

料理部門
最優秀賞

スイーツ部門
最優秀賞

★令和2年度も実施予定
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競技用ボート練習場としての活用

＜目的＞ 県ボート競技のレベルアップを図るとともに、周辺地域へのにぎわいを創出するため、穏
やかな流れと長い直線距離を有する本明川を競技用ボート練習場として活用する民間団体
の取組を支援

日本ボート協会強化合宿

本明川水域

艇庫

★利用状況
＜県内団体等＞
○チョープロ・ローイングクラブ
   火・木・金：16時～19時、 土・日・祝：8時～11時、14時～16時
○大村高校漕艇部    ほぼ毎日（時間についてはチョープロRCと同様）
○大村城南高校ボート部 随時（時間についてはチョープロRCと同様）

＜県外団体等＞

○Ｈ29.8.11～17  関西電力男子漕艇部（１０名程度）が全日本選手権に向けた合宿を実施

（チョープロ・ローイングクラブも練習に参加）

○Ｈ29.8.18～20  大分県の高校生国体チームが合宿を実施

○Ｈ29.10.21    県高校新人戦

○Ｈ29.11.11～12 Ｕ-19九州選考レース

○Ｈ30.1.14    ボート競技・トライアウトタレント発掘

○Ｈ30.2.10～18  富山国際大学及び社会人ボートチームが合宿を実施

○Ｈ30.3.14～20  ＪＯＣエリートアカデミー合宿

○H30.6.23～24  熊本大学ボート部

○H30.8.12～19  関西電力男子漕艇部

○H30.8.23～26  熊本大学ボート部

○H30.10.11～14   今治造船ボート部

○H31.2.7～17     日本ボート協会強化合宿

○H31.2.23～24    佐賀県チーム

○H31.3.14～17   九州大学漕艇部合宿

○R1.5.2～４    熊本大学ボート部

○R1.5.5～12       デンソー

○R1.9.12～17  東レ滋賀

○R1.9.20～24  日本製鉄ボート部

○R1.9.20～24  日体ボート倶楽部

○R2.2.3～16   日本ボート協会強化合宿

○R2.2.19～２6  富山国際大学ボート部  
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H30年度から実施

令和元年度実績（R2.2.8（土））

＜日本ボート協会強化合宿見学会 in 本明川＞

日本ボート協会強化合宿にあわせて見学会を実施

■参加者 約 80 名 ボート上から見学：45名

■場所：本明川高来町深海干陸地

■日本及び長崎県ボート協会コーチにより解説が行われた。

※当初諫早市ボート協会主催の「諫早レガッタ・ボート体験会」（９/21,22）にあわせて見学会を

予定していたが、台風接近に伴い、中止となった。

H29年度から実施

令和元年度実績

・応募数 44点

・最優秀賞ほか８点入選

・R1.11.23 諫干まつり会場で展示

    

高校生いさかん写真コンテスト

競技用ボート見学会

＜目的＞ 本明川下流域の豊かな自然と水辺に親しんでもらうために、ボート競技への理解と地元に
おける認知度を高めるために、地元の人を対象とした見学会を開催する。

歓迎用看板 ボート乗船見学

＜目的＞ 諫早湾干拓事業によってもたらされた景観や農園風景など、干拓地を訪れたくなるような
写真を募集する。

優秀賞（３点）

最優秀賞（1点）
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R 元年度から実施

令和元年度実績

R1.10.27（日）

コスモス祭りの際に一般の方を対象とした釣り体験会を開催し、多くの子供連れなどで賑わった。

    ・ 参加者 116名

  ・ 場所 深海地区干陸地

  ・ 釣果 オイカワ、コイ、ヌマチチブ、カメ、テナガエビ、モツゴ、フナ ７種、35匹

R元年度から実施

令和元年度実績

日時：R2.2.22（土）

場所：中央干拓地広場

参加者数：３９名

実施内容

   ・専門家による冬の星空説明

   ・こたつに入っての星空観測

   ・前面堤防や木道のライティング

星空観測会

いさかん釣り体験会

＜目的＞ 本明川下流域及び調整池等の水辺に親しんでもらい、賑わいを創出するため、釣り体験会
を開催する。

＜目的＞ 中央干拓（内部堤防）の住宅地等の灯りから離れ、また夜間の通行車両も僅かという天体
観測に適した環境を活かし、星空観測会を実施する。



平成27年10月1日現在

16．市町合併の状況

地方自治体を取り巻く環境は、人口減少、少子高齢化の進行、国・地方を通じた厳しい財

政、増大する広域行政への対応など、非常に厳しい状況となっています。
このような中、住民の多様な行政需要に的確に対応し、効率的な行財政運営を行うための
有効な手段のひとつとして、市町村合併に取り組みました。
県央管内では、平成17年３月１日に、諫早市、北高来郡４町及び西彼杵郡多良見町が合併
し、新生・諫早市として新たな一歩を踏み出しました。

平成27年10月1日現在

市 名 沿 革 施行年月日 関 係 市 町 村 沿 革 施 行 年 月 日

諫早市 市制施行 平17. 3. 1 諫早市 市制施行（合併） 昭15.9.1

多良見町 町制施行 昭40.11.23

森山町 町制施行 昭44.4.1

飯盛町 町制施行 昭40.4.1

高来町 合併 昭31.9.20

小長井町 町制施行 昭41.11.1

大村市 大村市 市制施行 昭17. 2.11

※昭38.7.1

　東彼杵町武留路郷編入
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県央振興局

県央地域の事務所再編

17．地方機関の再編（平成21年4月1日）

（１）　再編前と再編後の体制

諫早県税事務所

長崎県県央振興局は、地方機関の再編により、県央地区・長崎地区・島原地区にあった９つの事
務所を再編・統合し、平成21年4月に開局しました。

島原県税事務所

長崎農業改良普及センター

県央農業改良普及センター

中央家畜保健衛生所

県央農村整備事務所

長崎林業事務所

諫早土木事務所

管理部

税務部

保健部

農林部

建設部

県央保健所

各事務所の経理・
総務を集約
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（２）　県央振興局各部の所管区域

部名 課　　名

諌

早

市

大

村

市

長

崎

市

西

海

市

西

彼

杵

郡

東

彼

杵

郡

島

原

市

雲

仙

市

南

島

原

市

備 考

総務課 ○ ○

地域づくり推進課 ○ ○

納税課 ○ ○ ○ ○ ○

課税課 ○ ○ ○ ○ ○

島原出張所 ○ ○ ○ 窓口業務のみ

企画調整課 ○ ○ ○

衛生課 ○ ○ ○

環境課 ○ ○ ○

地域保健課 ○ ○ ○

農業企画課 ○ ○ ○ ○ ○ ○

長崎地域普及課 ○ ○ 長崎市は、旧琴海町を除く

諫早地域普及課 ○

大村・東彼地域普及課 ○ ○

諫早湾干拓営農支援センター ○

西海事務所 ○ ○ 長崎市は、旧琴海町のみ

衛生課 ○ ○ ○ ○ ○ ○

防疫課 ○ ○ ○ ○ ○ ○

検査課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
県下全域の病性鑑定業務（検査・分析
業務）を担当

用地管理課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

土地改良課 ○ ○ ○ ○ ○ ○

農村整備課 ○ ○ ○ ○ ○ ○

農道課 ○ ○ ○ ○ ○ ○

諌早湾干拓堤防管理事務所 ○ ○
雲仙市は、諌早湾干拓潮受堤防の一部
及び堤防道路の島原半島取付部

林業課 ○ ○ ○ ○ ○ ○

森林土木課 ○ ○ ○ ○ ○ ○

管理課 ○ ○

用地課 ○ ○

道路第一課 ○ ○

道路第二課 ○ ○

河港課 ○ ○

建築課 ○ ○

   〃　管理営繕班 ○ ○ ○ ○ ○

税務部

保健部

農林部

建設部

管理部
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県央振興局税務部

大村市

諫早市

雲仙市

島原市

南島原市

税務部島原出張所

島原市新田町347-9
税務部庁舎

諫早市永昌東町9-26

（諫早駅前民間オフィス）

県央振興局保健部

波佐見町

川棚町

東彼杵町

大村市

諫早市

保健部庁舎

諫早市栄田町26-49

（県央保健所に継続配置）
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県央振興局農林部

県央振興局建設部

諫早市

大村市

本庁舎（建設部）

諫早市永昌東町25-8

県央振興局農林部

波佐見町

川棚町

東彼杵町

大村市

諫早市

長与町

西海市

長崎市

時津町

大村市

農林部西海事務所

西海市西彼町喰場郷736

農林部諫早湾

干拓堤防管理事務所

諫早市高来町金崎地先

本庁舎（農林部）

諫早市永昌東町25-8

農林部諫早湾

干拓事務所

諫早市中央干拓131

農林部家畜保健衛生庁舎

諫早市貝津町3118



＜県央振興局　組織変遷＞
（年 度）

昭和25年 東彼北高地方事務所 南高来地方事務所 大村保健所 諫早保健所 福江家畜保健衛生所 諫早土木出張所

昭和26年 　　　　　　税務課 　　　　　税務課 庁舎新築移転 諫早家畜保健衛生所 福江家畜保健衛生所

（大村市西三城町） 青方支所

昭和27年  長崎家畜保健 西海家畜保健 上五島家畜保健衛生所

昭和28年       衛生所      衛生所

昭和29年

昭和30年 諫早県税事務所 島原県税事務所 大村家畜保健 農業改良事務所

昭和31年 　　　　衛生所 県央地区12ヵ所設置 諫早土木事務所

昭和32年 諫早耕地事業所 諫早治山事業所

昭和33年 新庁舎へ移転 農業改良普及所に

（諫早市永昌東町） 名称変更

昭和34年 西彼耕地事業所

昭和35年

昭和36年 西彼耕地事務所 諫早耕地事務所

昭和37年

昭和38年 諫早林業事務所

昭和39年 長崎耕地事務所

（長崎市本原町へ移転）

昭和40年 長崎林業事務所

昭和41年

昭和42年 総合庁舎へ移転

（現島原振興局）

昭和43年 合同庁舎へ移転 中央家畜保健衛生所 中央家畜保健衛生所 上五島町駐在 諫早地区 大村地区 長崎地区  西彼地区 大瀬戸地区 諫早大村地方 諫早大村地方

（現県央振興局） 庁舎新築移転 福江支所 農改普及所 農改普及所 農改普及所 農改普及所 農改普及所 開発振興局 開発振興局

（時津町へ）

昭和44年 庁舎新築移転 長崎市江戸町へ移転

昭和45年 （諫早市栄田町） 長崎市内へ移転

昭和46年 長崎耕地事務所に合併 諫早土木事務所

昭和47年

昭和48年

昭和49年 中央家畜保健衛生所 諫早農業改良 大村農業改良 長崎農業改良  西彼農業改良 長崎耕地事務所 長崎林業事務所

昭和50年 五島支所 普及所 普及所 普及所      普及所 長崎市出島町へ移転 諫早事業所 諫早市駐在 長崎市出島へ移転

昭和51年

昭和52年

昭和53年 諫早耕地事務所

昭和54年

昭和55年 庁舎新築移転

昭和56年 （諫早市貝津町） 西海畑総事業所

〜

平成  6年 諫早農業改良 大村農業改良 長崎農業改良 西彼農業改良 廃　止　 

平成  7年 普及センター 普及センター 普及センター 普及センター

平成  8年

平成  9年 県央保健所 長崎市城栄町へ移転 長崎市城栄町へ移転

平成10年

平成11年

平成12年 廃　止 諫早湾干拓堤防

平成13年  県央農業改良  長崎農業改良 長崎農村 諫早農村 管理事務所

平成14年  普及センター  普及センター 整備事務所 整備事務所 （諫早耕地事務所内）

平成15年

平成16年

平成17年

平成18年

平成19年 県央農村

事務所移転 整備事務所

（県南保健所）

平成20年 諫早湾干拓支所

平成21年 県央振興局管理部 県央振興局税務部 県央振興局税務部 県央振興局保健部 県央振興局農林部 五島振興局農林水産部 県央振興局農林部 県央振興局農林部 県央振興局農林部 県央振興局農林部 県央振興局農林部 県央振興局農林部 県央振興局建設部

島原出張所 （県央保健所） （中央家畜保健衛生所）（五島家畜保健衛生所） （普及） 西海事務所 諫早湾干拓事務所 （農村整備） 諫早湾干拓堤防 （林業）

管理事務所

平成23年 県央振興局農林部

諫早湾干拓営農

支援センター

税 務 部 保 健 部 建 設 部農 林 部管理部
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